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研究成果の概要（和文）：本研究では、質問紙調査から、8 領域 51 項目からなる幼稚園教員

養成スタンダーズを作成した。その 51 項目に基づいて本学の実習科目の実習評価規準を作成

した。それを用いて実習生の到達度や成長度を調べた結果、3 年次の実習では実習生の成長度

は高いが到達度評価はあまり高くなかった。しかし 4 年次の実習では逆の結果が得られた。つ

ぎに実習評価規準を活用して 3 年次の実習を行った結果、用いない場合より実習生の到達度評

価が高まる傾向が見られた。 
 
研究成果の概要（英文）： This study attempted to develop an Attainment Benchmark for 
Practice Teaching Based on Teacher Standards for a Kindergarten Teacher Training 
Program.  This benchmark consists of 51 items with 8 categories, generated from a survey 
research conducted nation-wide.  According to these 51 standards, evaluation keys were 
created for student teaching of kindergartens at Hyogo University of Teacher Education.  
Using the evaluation keys to measure achievement/growth levels of student teachers, it 
was found that junior-year students showed greater growth in the program while their 
achievement level was not high enough.  However, senior-year students showed reverse 
results in their student teaching.  Also, junior-year students’ achievement level tend to be 
higher when using the evaluation keys, compared to the cases without using those keys. 
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１．研究開始当初の背景 (1)これまでの教師教育研究において課題で
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あったことは、教職の専門性が明確になって
いなかったことである。教師の計画養成を主
な使命とする国立教員養成系大学・学部にお
いても、大学4年間のカリキュラムを通して、
どのような資質能力を身につけた教師を養
成するのかという専門性基準(Professional 
Standards for Teachers)を明確にしないま
ま、教育職員免許法に従って授業科目を開設
していたというのが各大学・学部の実情であ
るといえよう。 
(2)その曖昧性の問題が教育実習の評価規準
の曖昧さにも繋がっている。教育実習は教育
現場で教師としての資質能力を身につける
上で非常に重要である。しかし、実習校への
一任体制で実施されることが多いため、大学
から実習の評価観点が示されても、具体的な
評価規準が示されることは少なく、実習指導
教諭の成績評価の判定も個々人で異なり、極
めて曖昧である。その上、実習生に対する指
導の在り方も実習指導教諭に任せているた
め、実習期間を通してどのような資質能力を
どの程度身につけるかは、個々の実習指導教
諭の要求水準によって異なる。 
 また、大学教員が実習中の実習生指導や評
価活動に関わろうとしても、実習指導教諭と
実習の評価規準を共有化していないために、
大学教員と実習指導教諭が協働して実習生
への指導にあたることは困難であった。そう
した協働で指導する場が設定できなければ、
教育実習における「理論と実践の統合」の実
現は難しく、教育実習は単に教育現場での実
践慣れの場に終始してしまう恐れがある。 
 さらに、実習生も何をどの程度までできる
ようにならなければいけないのかという評
価規準がないために、それに照らし合わせて
自己評価する機会がなかった。実習において
実習生が目標を持たずに実習に臨むことは
望ましい実習成果が期待できず、実習生自ら
が省察しながら成長しようとする自律的な
自己教育力の基礎を形成することも困難に
なる。 
 したがって、以上のような教育実習のカリ
キュラムや指導法、評価等の質に関わる問題
を改善するためには、①大学 4年間を通して
学生に身につけさせる教員としての資質能
力を到達規準として明確にするとともに、②
それに基づいて実習評価規準を開発し、③実
習評価規準を実際の教育実習に用いて、実習
生の学びの観点からその成果を検証すると
いう 3 つのプロセスを踏まえる必要がある。 
(3)既に小学校教員養成に関しては、平成 17
年度より、大学 4年間でどのような資質能力
をもった小学校教員を養成すべきかについ
て、大学教員、全国附属学校教員、公立学校
教員を対象にした質問紙調査を行い、小学校
教員養成スタンダーズを明らかにしてきた。 
 平成 18 年度～19 年度は、小学校教員養成

スタンダーズに基づいて、本学の 1年次から
4 年次までの実地教育科目（教育実習科目）
の実習評価規準を開発し、学生の学びの様態
を明らかにするために、附属学校教員、公立
学校教員、本学学生を対象に質問紙調査を実
施してきた。 
(4)しかし、これまで我々が行ってきた研究
は、小学校教員養成に焦点化したものであり、
初等教員養成課程をもつ本学としては、幼稚
園教員養成についても同様の研究が必要で
あると考えている。というのは、小学校教員
養成と幼稚園教員養成では免許状が異なれ
ば、免許法に規定された要件も異なり、結果
として双方で求められる資質能力は異なる
と考えられるからである。 
 先行研究を見ても、わが国では欧米の教師
教育の動向について紹介している研究や、教
育実習の事前事後指導において米国の
INTASC スタンダーズを活用したティーチン
グ・ポートフォリオの効果研究、横浜国立大
学や鳴門教育大学が作成した教師や授業実
践のスタンダーズは存在するが、国立教員養
成系大学・学部に限ってみた場合、幼稚園教
員養成に関する大学 4年間の専門性基準に基
づいて実習評価規準を開発し、それを実際の
実習場面に活用して、実習生の学びや成長と
いう観点から、その成果の検証を行った研究
は見あたらない。 
 
２．研究の目的 
 そこで、本研究は以下の 3点を目的とする。 
(1)大学 4 年間でどのような資質能力をもっ
た幼稚園教員を養成すべきかについて、実習
指導に関わっている全国附属幼稚園教諭や
公立幼稚園教諭、大学で幼稚園教員養成に携
わっている大学教員を対象に質問紙調査を
行い、それを手がかりにして幼稚園教員養成
で養成すべき専門性基準を作成する。 
(2)その専門性基準に基づいて、実習指導教
諭、附属幼稚園教諭、公立幼稚園教諭を対象
に質問紙調査を行い、本学の 1年次から 4年
次までの実地教育科目の実習評価規準を作
成し、実習生の学びの態様を明らかにする。 
(3)実習評価規準の内容を実習生、実習指導
教諭、大学教員が共通理解し、それを用いて
自己評価や実習指導を行うことによってど
のような学びや成果が得られるのかを明ら
かにする。 
 
３．研究の方法 
(1)幼稚園教員養成スタンダーズの作成 
 第一次調査として、全国規模で国公私立の
48 幼稚園を対象に平成 20 年 7 月～8月に質
問紙調査を実施し、「幼稚園教諭一種免許状
を取得し、大学を卒業した学生が、その年の
4月に幼稚園教諭として就職し、担任をする
と仮定するならば、大学卒業時までにどのよ



うなことを身につけ、どの程度できることが
必要だと思いますか」という設問について、
自由記述で回答を求めた。質問紙は 1園につ
き 5部ずつ郵送し、回答後は一括返送を園長
に依頼した。回答者は 85 であった。自由記
述は記述内容について整理し、第二次調査用
に 53 項目を作成した。 
 第二次調査では、平成 20 年 12 月～平成 21
年 1 月に国立附属幼稚園教諭 158 名、公立幼
稚園 450 名、私立幼稚園教諭 450 名、幼稚園
教員養成に携わる国立大学教員 139 名、私立
大学教員 303 名の計 1500 名を対象に質問紙
調査を実施した。この調査では第一次調査と
同様の設問を設け、53項目について4件法(1.
必要でない/2.やや必要である/3.かなり必
要である/4.非常に必要である)で回答を求
めた。回収データは 866 で、そのうち完全回
答であった 720 のデータを分析に用いた。 
 53 項目の中から必要度の高い項目を抽出
するために、①4件法のうち「かなり必要」
と「非常に必要」に回答した割合が 50％以上
であること、②4件法による回答の平均値が
2.5 以上であることを設定して検討した。 
 複数の下位領域からなる幼稚園教員養成
スタンダーズとして構造的に把握する手が
かりを得るために、因子分析を施し、各項目
の内容を吟味し、すべての項目が各下位領域
に含まれるよう位置づけた。 
 
(2)実地教育科目の実習評価規準の作成と実
習生の資質能力形成の態様 
 実地教育科目の実習評価規準を作成する
ために、実地教育Ⅰ（1年次の学校観察実習）、
実地教育Ⅲ（3年次の附属幼稚園実習）、実地
教育Ⅳ（4年次の公私立幼稚園実習）の質問
紙を用意し、実習指導教諭に各実地教育科目
の到達規準としての該当度を 5件法（1.全く
あてはまらない/2.あまりあてはまらない/3.
少しあてはまる/4.ほぼあてはまる/5.十分
あてはまる）で回答を求めた。また、実地教
育Ⅲと実地教育Ⅳの到達度評価は 5件法(1.
全く身についていない/2.あまり身について
いない/3.少し身についている/4.ほぼ身に
ついている/5.十分身についている)で回答
を求めた。 
 調査は、実地教育Ⅰについては、平成 21
年 6月に、実地教育Ⅲについては同年 8月と
平成 22 年 7月に、実地教育Ⅳについては平
成 21年 11 月と平成 22年 12 月に各実習園に
依頼した。 
 回答数は、実習到達規準については、実地
教育Ⅰが 21、実地教育Ⅲが 8、実地教育Ⅳが
21であった。到達度評価は実地教育Ⅲが 42、
実地教育Ⅳが 15 であった。 
 他方、実習生に対しては、幼稚園教員養成
スタンダーズの各項目について、実地教育Ⅲ
と実地教育Ⅳの事前調査と事後調査を実施

した。実地教育Ⅲの事前調査は平成 21 年と
平成 22 年の 5月に、事後調査を平成 21 年と
平成 22 年の 7月に、実地教育Ⅳの事前調査
は平成 21 年と平成 22 年の 7月に、実地教育
Ⅳの事後調査は平成 21 年と平成 22 年の 11
月に実施した。調査内容は、幼稚園教員養成
スタンダーズの各項目についての到達度を 5
件法（1.全く身についていない/2.あまり身
についていない/3.少し身についている/4.
ほぼ身についている/5.十分身についてい
る）で問うた。回答数は、実地教育Ⅲが 42、
実地教育Ⅳが 20 であった。 
 
(3)実習評価規準を用いた実習生の自己評価
と実習指導による成果 
 実習評価規準を活用するために、訪問指導
がしやすく、実習指導教諭とも共通理解が図
りやすい 3年次での実地教育Ⅲ（附属実習）
をフィールドに選んだ。 
 学生への事前調査は平成 22 年 5 月に実施
し、そこで、実習期間中 1週間毎に幼稚園教
員養成スタンダーズに基づく実習評価規準
と「成長と課題」を回答するために冊子を学
生一人ひとりに配布した。その際、実地教育
Ⅲにおいて身につけることが求められてい
る内容について学生に説明した。学生には、
各週の実習が終わった時点でその冊子の内
容について自己評価するよう依頼した。自己
評価では幼稚園教員養成スタンダーズの 51
項目を用いて、実習生の到達度を 5件法(1.
全く身についていない/2.あまり身について
いない/3.少し身についている/4.ほぼ身に
ついている/5.十分身についている)で問う
た。また、同時に成長したことと今後の課題
を記述する問いも設けた。 
 実習生に配布した冊子は実習指導教諭に
も配布し、幼稚園教員養成スタンダーズの内
容と、実習生の自己評価の実施に向けて理解
を求めた。また、実習指導教諭にも 5件法で
実習生についての到達度評価を行うことを
依頼した。 
 また、5名の大学教員にも事前に実習生の
評価冊子と類似したものを配布し、実習期間
中に毎週 1回訪問指導を行い、実習生の到達
度を 5件法で評価することを依頼した。 
 さらに、実習後の 7月に学生に事後調査を
実施した。 
また、後日、実習指導教諭と大学教員との

間で実習生についての到達度評価を巡って
協議を行った。 
回収された実習生と実習指導教諭の質問

紙調査は 20 であり、大学教員の質問紙調査
は 5であった。 
 
４．研究成果 
(1)幼稚園教員養成スタンダーズの作成 
 53 項目の中から設定した基準に基づき必



要度の高い項目を抽出した結果、2 項目を除
く 51項目が規準を満たしていた。そのため、
51 項目を幼稚園教員養成スタンダーズの構
成項目とした。さらに、構造的把握を行うた
めに因子分析（最尤法、オブリミン回転）を
施した結果、8 因子を抽出した。そして、ス
タンダーズの下位領域と項目を確定するた
めに下位領域をパフォーマンス（教師の職務
遂行に必要な知識、態度、遂行を含んだ能力）
の観点から設定し直し、各項目が各下位領域
に含まれるように位置づけた。検討の結果、
「幼児理解力」「幼児への指導・援助力」「教
職の基礎的遂行力」「保育内容の展開力」「保
育評価・改善力」「職能向上力」「保護者・地
域等との連携力」「保育計画力」の 8 領域 51
項目からなる幼稚園教員養成スタンダーズ
を作成した。 
 
(2)幼稚園教員養成スタンダーズに基づく実
地教育科目の実習評価規準の作成と実地教
育Ⅲ・Ⅳにおける実習生の資質能力形成の態
様  
①実地教育Ⅰ、Ⅲ、Ⅳの実習評価規準を作成
するために、幼稚園教員養成スタンダーズの
項目に基づいて実習指導教諭に到達規準と
しての該当度を尋ねた。実習評価規準の該当
基準として、平均値が 3.50 以上で、「4.ほぼ
あてはまる」と「5.十分あてはまる」に回答
した割合(%)が50.0%以上という2つの条件を
設定した。また、平均値が 4.00 以上で、4と
5 に回答した割合が 80.0%以上の項目を特に
実習指導教諭が重視している項目と考えた。 
 結果として、実地教育Ⅰの実習評価規準に
該当した項目は 9 項目であり、「教職の基礎
的遂行力」の項目が多かった。実地教育Ⅲで
は、36 項目が実習評価規準に該当し、「教職
の基礎的遂行力」「保育評価・改善力」「職能
向上力」「保育計画力」のほとんどの下位項
目が基準を満たした。実地教育Ⅳでは 45 項
目が実習評価規準に該当し、「幼児理解力」
「幼児への指導・援助力」「保育内容の展開
力」「保育評価・改善力」「保育計画力」の全
項目が基準を満たした。 
 これらの結果から、①実地教育ⅠからⅣへ
と履修年次が上がるにつれて、実習指導教諭
の実習評価規準の内容が多岐にわたり、広が
っていること、②実習指導教諭が実地教育Ⅰ
からⅣの実習評価規準として最も重要視し
ている領域は「教職の基礎的遂行力」であり、
次いで「保育評価・改善力」であることが分
かった。 
 
②学部 3年次の実地教育Ⅲにおいて、幼稚園
教員養成スタンダーズに基づく実習到達規
準を用いて実習生の自己評価と実習指導教
諭の評価を行い、分析したところ、実習生に
よる事前と事後の評価の比較では、「幼児理

解力」「幼児への指導・援助力」「保育内容の
展開力」「評価・改善力」「保育計画力」の領
域について有意差が認められ、事後の方が値
が高かった。また、実習生による事後の到達
度評価を平均値 3.50 以上かどうかの基準で
捉えると、「教職の基礎的遂行力」の領域の
みが 3.50 以上の平均値であった。 
 また、実習生と実習指導教諭の評価を比較
すると、すべての領域において有意差が認め
られ、双方にずれが見られた。実習指導教諭
による実習生の評価は、総じて実習生の自己
評価よりも低く、領域の平均値はすべて 3.00
以下と否定的であった。 
 さらに、実習生の自由記述によれば、実習
生は、実習を通じて「幼児理解力」「保育評
価・改善力」「保育計画力」が成長したと感
じているものの、今後の課題としては「保育
内容の展開力」や「幼児への指導援助力」、
そして臨機応変な対応力を高めていくこと
の必要性を感じている。さらに、保育技術と
しての「保育内容の展開力」や幼稚園教育要
領の理解を含む「保育計画力」などを事前に
学び、身につけておく必要性を痛感している
ことが明らかになった。 
 
③つぎに、学部 4年次の実地教育Ⅳにおいて
幼稚園教員養成スタンダーズに基づく実習
到達規準を用いて実習生の自己評価と実習
指導教諭の評価を行い、分析したところ、実
習生による事前と事後の評価の比較では、
「幼児の様々な行動から、心情や意欲等の内
面を理解することができる」にのみ有意差が
認められ、事後の方が高い評価を示した。そ
れ以外の項目については有意差は認められ
ず、事前から事後にかけて身についたという
認識の変化はない。領域で見ると「幼児理解
力」が事前よりも事後の方が有意に高い評価
を示した。実習生による実習後の到達度評価
において平均値が 3.50 以上の領域は「教職
の基礎的遂行力」のみであった。 
 また、実習生と実習指導教諭の評価を比較
すると、有意差が認められたのは「幼児の遊
びの姿から、一人ひとりの興味や関心を捉え
ることができる」のみであり、実習生と実習
指導教諭の評価にほとんどずれはなかった。
実習指導教諭の平均値をみると、3.50 以上の
平均値を示した項目が実習生の場合よりも
多く、領域では「教職の基礎的遂行力」「保
育評価・改善力」「職能向上力」が 3.50 以上
の平均値を示した。 
 さらに、実習生の自由記述によれば、実習
を通じて「保育計画力」「幼児への指導・援
助力」「保育内容の展開力」が成長したと感
じているものの、「保育内容の展開力」が実
習生にとっての今後の課題であり、実習前に
学び身につけておくべきであったと感じて
いる。とりわけ、「ピアノ、手遊び、パネル



シアター、運動遊び等の技術を持っている」
ことの必要性を痛感したようである。 
 以上の結果から、本学の教員養成の質保証
の観点からいえば、相対的に実習指導教諭の
評価が低かった「保育内容の展開力」を中心
に「幼児理解力」「幼児への指導・援助力」「保
育計画力」の到達度を高めていけるように学
生への指導や養成カリキュラムの内容を見
直し、改善することが今後の課題である。 
 
(3) 幼稚園教員養成スタンダーズに基づく
実習評価規準を用いた実習生の自己評価と
実習指導による成果 
①幼稚園教員養成スタンダーズに基づく実
習評価規準を用いて、各週で自己評価を実施
した平成 22年度と実施しなかった平成 21年
度とでは、実習生の事前と事後の自己評価に
どのような差異が生じたのかを検討した。 
 「幼児の身体の発育や病気について理解し
ている」「特別支援を必要とする幼児の特徴
について理解している」「心身共に良好な状
態であるように自己管理ができる」「保育内
容に活用できる得意な分野を持っている」の
4項目については平成21年度に事前と事後の
間に有意差が認められたが、平成 22 年度は
有意差が認められなかった。この結果は、実
習後の到達度については大きな差はないが、
平成 22 年度の方が実習前から高い値を示し
ていたことに起因していると考えられる。 
 しかし、逆に「目線を合わせて幼児に接し、
心通わせながら関わることができる」「状況
や課題等に応じて意思決定や行為選択がで
きる」「教材を再構成できる柔軟性がある」
の 3 項目については、平成 21 年度に事前と
事後の間に有意差が認められなかったが、平
成 22 年度では有意差が認められた。 
 次に、平成 21 年度と平成 22 年度の実習後
の到達度の差異を捉えると、「自然や自然物
との関わり、保育に生かすことができる」
(p<.05)に有意差が認められた。また、「社会
人としての適切な礼儀、身だしなみ、言葉遣
いができる」「教材を再構成できる柔軟性が
ある」「保育の評価を次の保育や指導計画の
改善に生かすことができる」「季節の変化や
行事の内容を考慮して、指導計画を立てるこ
とができる」「幼稚園教育要領の内容を理解
している」の5項目に有意傾向が認められた。
さらに、８領域で見ると、「保育計画力」に
ついて有意傾向が認められた。いずれの項目
についても平成 22 年度の方が評価が高くな
る傾向が見られた。こうした結果は、幼稚園
教員養成スタンダーズに基づく平成 22 年度
の取り組みが実習生の到達度評価に何らか
の影響を及ぼしている可能性があることを
示唆していると言えよう。 
 
②平成 22 年度に実施教育Ⅲを履修した実習

生の到達度評価がどのような過程を経て得
られたのかを幼稚園教員養成スタンダーズ
を用いて「実習前」「第 1 週の終わり」「第 2
週の終わり」「第 3週の終わり」「第 4週の終
わり」「実習後」の実習生の回答を分析した。 
 その結果、実習前から第 4週にかけて自己
評価の値が上昇したのは、「幼児理解力」の
みであり、その他の領域は「実習前」から「第
1 週の終わり」にかけて値が低下していた。
その低下が最も顕著なのが「職能向上力」と
「保護者・地域等との連携力」であった。こ
れは、第 1週目から幼児観察実習に取り組む
ために、それ以外の内容は取り扱わなかった
ためだと考えられる。 
 二つめの傾向は、「幼児理解力」「幼児への
指導・援助力」「保育内容の展開力」「保育評
価・改善力」「保育計画力」は、「第 1週の終
わり」から「第 4週の終わり」にかけて徐々
に値が上昇し、最終的に「実習前」との間に
有意差が認められたことである。特に「幼児
理解力」と「保育計画力」は、「第 3 週の終
わり」から「実習前」との間に有意差が認め
られた。これら 5つの領域は、各週の実習内
容と関係しており、「部分実習」「一日経営実
習」「共同立案保育」のように実習課題のレ
ベルが高まるに従って実習生の自己評価も
高まったと考えられる。 
 三つめに、教職に就く者としての心構え、
態度、姿勢、職業意識などを含む「教職の基
礎的遂行力」は、他の領域に比べると「実習
前」から自己評価が肯定的で、値が高い領域
といえるが、「実習後」との差がなく、実習
期間中は「実習前」よりも自己評価が低い状
態が続く領域である。つまり、「教職の基礎
的遂行力」は、実習期間中の自身の伸びが実
感しにくい資質能力といえる。 
 
③幼稚園教員養成スタンダーズに基づき、各
週の終わりの時点で、自分が成長したと思っ
たことと今後の課題だと思ったことを記述
させた。その結果、4 週間を通して毎週成長
したこととして多かったのは「保育評価・改
善力」であり、次いで「幼児への指導・援助
力」「幼児理解力」であった。「保育評価・改
善力」に関する記述内容から、反省会等で実
習指導教諭から受けた指導・助言が実習生の
成長に大きく影響していると考えられる。他
方、第 2週から第 4週の今後の課題は、共通
して「幼児への指導・援助力」「保育評価・
改善力」「保育計画力」に関する内容が多く、
その中で特に課題として多かったのは、「幼
児一人一人に配慮しながら、集団としてまと
まりのある指導ができる」「幼児の姿や発想
を大切にし、臨機応変に計画を修正すること
ができる」「ねらい、内容、環境構成、保育
者の援助等、整合性のとれた 1 日の指導計画
を立てることができる」「幼児の実態と興味



や関心を捉え、幼児の活動を予測した指導計
画を立てることができる」であった。 
 
④幼稚園教員養成スタンダーズに基づく実
習評価規準を実習指導に活用するために、実
習指導教諭と大学教員が実習評価規準を用
いて同じ実習生について評価した。双方の評
価を比較した結果、「教職の基礎的遂行力」
と「保育計画力」の項目において有意差が認
められ、大学教員よりも実習指導教諭の方が
低く評価していた。この原因として考えられ
ることは、毎日実習生を指導している実習指
導教諭と週に 1度訪問して実習指導を行う大
学教員とでは、それぞれに持っている情報が
異なる点である。また、大学教員が評価をす
るにしても、評価できる部分とできない部分
があるという点である。さらに、どの時点の
事柄を基準にして実習生を評価するかによ
っても評価は異なってくるという点である。
また、協議の中で、一般的な実習成績票に比
べると、より具体的に記された今回の実習評
価規準の方が評価しやすいという実習指導
教諭の指摘もあった。 

このように、双方が実際に同じ幼稚園教員
養成スタンダーズに基づく実習評価規準を
用いて実習生を評価することによって、実習
生への協働的指導に向けた課題が明らかに
なった。 
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